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 背景：国際競争力と研究力の厚みが不十分
① 国際的に見ると全体としてわが国の研究力は相対的に低下傾向

Top10%補正論文数の日本の順位とシェア（02年～04年平均と12年～14年平均の比較）

４位→10位

7.2％ → 5.0％
出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2016」

② わが国において、高引用度（TOP10%）論文数で上位１００に入る大学数（07～11年
の平均値）は、諸外国と比べて少ない

日：８、米：112、英：28、中：39、独：27 、仏：15

「研究大学強化促進事業」の開始（H25～）
世界水準の優れた研究活動を行う大学群の増強

リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ）を含む研究マネジメント人材群の確保・活用

集中的な研究環境改革（競争力のある研究の加速化促進、先駆的な研究分野の
創出、国際水準の研究環境の整備等）

平成25年度に22機関を選定。支援対象期間10年間

「研究大学強化促進事業」とは
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中間評価の目的
① 事業の進捗状況や成果等を確認し、適切な助言を通じて当初の構想・計画

（ＵＲＡ配置・活用、研究環境改革）の十分な達成を期すること

② 学長・研究担当理事等のリーダーシップの確立（それを支えるＩＲ機能の強
化等）によって構想を再構築し、研究力向上に向けた取組の発展を促すこ
と

③ 評価結果に基づく補助金の適切な配分､事業の継続の可否判定に資する
こと

中間評価の実施体制・方法
「研究大学強化促進事業推進委員会」の下に「評価部会」（研究担当理事等
のマネージメント経験者による専門委員）を設置

各機関から提出された「中間評価報告書」に基づき、以下の要素に基づいて
書面評価及びヒアリングを実施し、合議の上中間評価結果をとりまとめ

要素１：客観的な指標に係る推移の自己評価に基づく評価

要素２：当初構想・計画に対する進捗状況評価

要素３：今後５年間の将来構想評価

研究大学強化促進事業の中間評価
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「基礎科学力の強化に向けて」（平成29年4月24日 基礎科学力の強化に関するタスクフォース）

研究の挑戦性・継続性をめぐる危機 ～研究費・研究時間の劣化
基盤的経費や自主的・自立的な研究を支える研究費が減少
競争的資金への依存が高まる（デュアルサポートの機能不全）
研究者の研究時間の減少が顕著

↓
長期的な視野に立った独創的な研究への挑戦が困難

必要な研究時間を確保し、自主的・自立的な研究に専念することが困難

次代を担う研究者をめぐる危機 ～若手研究者の雇用・研究環境の劣化
競争的資金等による不安定なポストが増加
若手研究者が短期の業績づくりや事務作業に追われ、独創性を発揮しづらい
キャリアパスの不透明さ、経済的負担などへの不安

↓
優秀な学生が研究者の道を躊躇・断念

「知の集積」をめぐる危機 ～研究拠点群の劣化
さまざまな拠点形成事業等により、トップレベルの研究拠点が形成され成果が上がっているが、支援対象が有
力大学に集中する傾向
「知の集積」の場となる研究拠点群の多様性や厚みが不十分

↓
日本の論文数の伸びが停滞、国際的なシェア・順位は大幅に低下

日本の基礎科学力をめぐる３つの危機
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出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査（ＮＩＳＴＥＰ定点調査2012）」（平成25年4月、科学技術・学術政策研究所）

☞ 多くの大学関係者は、基礎研究力強化のために、「研究時間を確保するための取り組
み」を優先的に実施すべきと考えている

調査結果：基礎研究力強化のために実施すべき取組
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ＵＲＡを導入したことによる効果

(n=74)
出典：「リサーチ・アドミニストレーター業務の自立的運営に向けた調査・分析」

（文部科学省委託調査、平成２８年３月三菱総合研究所）

調査結果：ＵＲＡ導入による効果

☞ 8割程度の大学等が、ＵＲＡは外部研究資金の獲得に貢献していると考えている
☞ 6割程度の大学等が、ＵＲＡは研究者の研究時間の確保に貢献していると考えている
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研究費の獲得

産学連携ＵＲＡを配置した国際産学連携本部の設置により、民間企業か
らの共同研究受入額が2年間で倍増（筑波大学）

ＵＲＡの指導により科研費採択件数が着実に増加（東京医科歯科大学）

知的財産収入が3年間で8倍、共同研究の受入金額が4年間で2倍に増
加（名古屋大学）

科研費獲得件数・額、受託・共同研究受入額が増加（熊本大学）

研究大学強化促進事業による成果（「３つの危機」関係）
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研究時間の確保

教育・管理運営等に関する業務を免除することで、高度な研究に専念す
ることを可能とする「Ａｄｖａｎｃｅｄ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｃｅｎｔｅｒ」を新設、准教授ク
ラスの若手教員を採用（東京医科歯科大学）

教育研究以外の業務負担が大きく、研究時間を十分に確保できない教
員に対し、研究員、研究支援員、事務補佐員の雇用経費を支援する制度
を創設（電気通信大学）

優れた成果を上げつつある研究室に対し、研究スタッフを重点配置（奈良
先端科学技術大学院大学）

研究大学強化促進事業による成果（「３つの危機」関係）
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若手研究者の雇用・研究環境の改善

「学際科学フロンティア研究所」にて、国際公募により平成25～29年度で
計63人（うち外国人7人）の若手研究者を雇用し、研究費として250～500
万円を措置（東北大学）

学位取得後間もない若手研究者に独立研究室を主催させる「若手独立フ
ェロー制度」を実施（自然科学研究機構）

「東京大学卓越研究員制度」、「若手研究者雇用安定化支援制度」等の
支援制度により、89人の若手研究者の無期ポストを回復した（東京大学）

研究大学強化促進事業による成果（「３つの危機」関係）
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研究拠点群の強化

国際研究拠点を強化するため、「国際ジョイントラボ」57件を開設し、卓越
した外国人研究者・グループを招へいして共同研究を実施。うち41件を
研究大学強化促進事業により支援（大阪大学）

「最先端国際研究ユニット」を開始し、世界の一流研究者との連携による
世界的研究拠点形成、ジョイントラボ形成を進めている（名古屋大学）

研究力の高い研究者・チームにスペースを優先的に配分する「研究力強
化施設制度」を設けている（早稲田大学）

研究大学強化促進事業による成果（「３つの危機」関係）
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研究力強化の推進体制の整備

研究組織をミッション別に三層化し（世界トップレベル研究拠点の形成、分野融合
研究の推進、自由な発想に基づく研究）、研究イノベーションシステムを構築（東
北大学）

教育研究面で全学的な意思決定権を持つ「プロボスト」を置く（東北大学 等）

本部ＵＲＡと部局ＵＲＡのガバナンスを一体化し、国内最大規模のＵＲＡ組織を確
立（京都大学）

ＵＲＡ組織に機能別（企画・広報、国際、産官学連携）と分野別（理工系、生命・医
薬系、人文社会系）のグループ制を導入（京都大学）

「医療系ＵＲＡ」の組織を再編・強化（東京医科歯科大学）

研究大学強化促進事業による成果
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ＵＲＡの効果的活用

経営型ＵＲＡを活用し、「人材の多様化（ダイバーシティ）の推進」、「先端
的な研究成果の創出と世界への発信」、「課題解決のための社会との連
携強化」の３つの戦略において成果を上げた（北海道大学）

多様な経歴を持つＵＲＡが、若手・女性・外国人研究者に対するホームペ
ージ作成支援や英語論文の投稿支援を行っている（大阪大学）

URA共創プラットフォームを創設し、「ネットワーク型ＵＲＡ」の活動を活性
化（電気通信大学）

学術系・事務系・専門系ＵＲＡがチームとして協働（広島大学）

研究大学強化促進事業による成果
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ＵＲＡの雇用形態とキャリアパスの構築

ＵＲＡの1名が副学長に任命され、ＵＲＡのキャリアパスが副学長につな
がることが示された（大阪大学 等）

ＵＲＡは研究マネジメントを専ら遂行する教員として位置づけている（早稲
田大学）

ＵＲＡ職を創設し、テニュアトラック制を導入。審査を経てテニュア職への
移行が可能（北海道大学）

ＵＲＡのキャリアパスとして第３の無期雇用職位を整備（東京大学）

スキル標準による人事評価の実施、就業規則の改正、無期雇用化（熊本
大学）

研究大学強化促進事業による成果
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国際交流の推進

事務国際化に向けたスタッフ・ディベロプメントを実施（東北大学）

ＡＳＥＡＮ拠点（タイ）と欧州拠点（ドイツ）の運営を開始し、ＵＲＡが常時滞在。国際
共同研究と留学生数の引き上げに貢献（京都大学）

長期間海外（米国・欧州）に滞在して用務に当たる「海外駐在型ＵＲＡ」を配置した
（自然科学研究機構）

国際共著率、外国人教員比率が向上（大阪大学 等）

国際共著率が増加（早稲田大学、広島大学、奈良先端科学技術大学院大学 等）

若手教員を世界の一流研究室に２～４年留学させる「国際テニュアトラック制度」
を実施（筑波大学）

研究大学強化促進事業による成果
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研究力強化に向けた連携の推進

「大学研究力強化ネットワーク」の設立等により多くの研究機関との連携
を実施した（自然科学研究機構）

「学際型」研究支援と「国際型」研究支援の二つの学内ファンドにより、学
際型33件、国際型104件の融合チーム研究プロジェクトを形成した（京都
大学）

ＵＲＡ共創プラットフォームの活用による「首都圏ＵＲＡバンク構想」を推進
（電気通信大学）

「計算社会科学」等の新しい文理融合研究領域の創出（神戸大学）

研究大学強化促進事業による成果
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事業終了後の体制整備に向けた取組

本事業終了までにＵＲＡの雇用・活動財源を完全自主財源化
する（京都大学）

学生納付金に頼らず、外部資金のオーバーヘッドによって研
究推進体制を自立運営できる「研究の事業化」を実現する（
早稲田大学）

今後5年以内に約30名のＵＲＡを無期雇用化することを決定
した（名古屋大学）

研究大学強化促進事業による成果
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研究大学強化促進事業を通じたＵＲＡの確保・配置や研究推進体制の整
備等により、各大学等における研究環境改革の取組が着実に進捗し、成
果を上げている

研究費・研究時間の劣化等の「3つの危機」への対応においても、同事業
による取組による効果が認められる

今後は…
各大学等が将来構想に沿って研究力強化の取組を着実に実施すること

補助事業終了後を見据えた財源措置も含む、自主的な取組を加速する
こと

が求められている

おわりに
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